大阪産業経済リサーチセンター，平成31年2月

	経済情勢トピックス《ふるさと納税の功罪と今後》




全国各地で話題になっているふるさと納税は、地方と都市の税収格差の解消が目的であり、寄付金の獲得を巡る過度な返礼品競争は本来の趣旨を歪めています。財政難の自治体では、課題解決に必要な財源調達に苦慮する実情もありますが、ふるさと納税の持続的な運用に向けて、返礼品頼みではない独自の創意工夫や、地域全体を巻き込んだ議論が必要です。

１　はじめに
近年、新聞やニュースでも話題になっている「ふるさと納税」について、どの程度ご存知でしょうか。一般的には、「年に2,000円の負担で高級和牛や魚介類、エビ・カニといった豪華な特産品がもらえる仕組み」という印象が強いかもしれません。
　しかし、この制度は厳密にいうと、応援したい自治体に対する個人の寄付行為です。また、集められた寄付金は法律上、経済的利益の無償の供与とみなされます。すなわち、無償でお金を寄付することを意味しており、本来は自治体が返礼品を提供する必要はありません。かなり認知されてはきましたが、まだ誤解を招いている部分があるように思われます。
そこで本稿では、その動向に注目が集まっているふるさと納税について整理し、今後のあるべき姿について考えてみます。
２　ふるさと納税制度の特徴と現状
　ふるさと納税制度は、2008年度の税制改正大綱に盛り込まれ、地方税法等の一部を改正して導入されました。国民の中には、地方で生まれ育ち、進学や就職をきっかけに故郷から都会へ出てきた人も少なくありません。この場合、進学・就職先である都会の自治体の税収は増えますが、人口が流出した故郷の自治体の税収は減少します。ふるさと納税は、このような地方と都市の税収格差の解消が狙いでした。

　この制度にはいくつかの特徴があります。まず、国民が自らの意思で寄付先の自治体を選択できることです。税額控除と寄付金を合わせた画期的なこの仕組みは、国民が税の使い方を選べるため「手による投票」や「足による投票」と並んで、「税による投票」と呼ばれることもあります
。もし、自分が住んでいる自治体よりも、他の自治体の行政サービスの方が好ましいと感じた場合、その自治体に自分の税金を託すことで「同意」を表明することができます。
自由な選択を可能にしたのは、日進月歩で開発が進むICT（情報通信技術）や、2015年４月以降の寄付に適用された「ワンストップ特例制度」です。ふるさと納税のポータルサイトを通じて、パソコンやスマートフォンから手軽に寄付が行えますし、ワンストップ特例制度では、寄付先の自治体に特例申請書を提出することで、確定申告の手続きが不要になりました
。
　また、出生地や過去の通学・勤務先だけでなく、ボランティアや趣味活動を通じて縁のできた地域を応援したいと考える人も増えているようです
。自分が応援する地域に貢献する手段として、ふるさと納税が役割を果たしてくれます。一方、寄付先の自治体ではふるさと納税をきっかけに、寄付者との新しい関係が築かれます。外部からの応援と内発的な志が融合し、未来志向というベクトルを共有することで、自治意識が芽生え、地域の魅力をアピールすることにつながっていきます。
こうした特徴に加えて、肉類や米、カニなどの高級食材をはじめとする地域の特産品が、2,000円で手に入るという「お得感」も後押しし、寄付文化が根付かないとされるわが国でも、寄付への心理的なハードルが下がっています。その結果、図１のように2015年以降の納税受入額・件数はともに急伸しました
。
しかしながら、寄付金の獲得に邁進するあまり、地域の魅力を発信するよりも、自治体間の返礼品競争に奔走する例が一部に見受けられます。そのような現状を目の当たりにし、自治体からはふるさと納税制度のあり方に疑問を呈する声も聞かれます。次項では、導入から10年余りが経過して浮き彫りになった、ふるさと納税の功罪についてみてみましょう。
図1  ふるさと納税の受入額・受付件数の推移
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資料：総務省自治税務局「ふるさと納税に関する現況調査結果」
（2018年７月）より作成。
　　
３　ふるさと納税の功罪
■地域経済への貢献
　ふるさと納税は、地域経済に少なからぬ恩恵を与えていますが、中でも、返礼品の有無が寄付金の獲得を大きく左右しています。地方の自治体は、広く関心を高めようと地元をPRする特産品などを返礼品にしたところ、都会などから多くの寄付金が集まりました。また、人気の高い返礼品を提供する企業では、商品の開発意欲や創意工夫が促される好循環が生まれ、収益や雇用の増加（または賃金の上昇）、投資の拡大に結びつきました。ちなみに、このような企業では、返礼品以外の商品の売上も増えたようです。
　ただし、事業構想大学院大学やポータルサイト運営会社などが共同で実施した調査によると、域内の原材料を使って域内の従業員を中心に、域内で生産・加工した「域内返礼品」は、域外の原材料を用い域外で生産・加工した返礼品に比べて、域内の雇用者所得が３～４倍高くなるとの試算があります
。この結果は、域外の商品を調達して販売するだけでは、地域経済にあまり効果を及ぼさないことを意味しています。
■寄付者と地域の交流
地域経済への貢献以外にも、新しい災害支援のツールとして利用できることが挙げられます。これは、2011年の東日本大震災の際に、この制度が被災地支援の方法として注目されたのがきっかけです。2016年４月の熊本地震の時にも、同年度の寄付金受入額は、熊本県で約8.0億円（対前年度比7.6倍）、県内市町村では約72.5億円（同6.8倍）に上りました
。
　もちろん、ふるさと納税は災害時の被災地支援といった非常時に限らず、平時においても先に述べたように寄付者と寄付先の自治体との交流を促します。寄付者が返礼品を受け取ることで、地域経済に貢献するだけでなく、寄付金が自治体の財政支援につながります。人口減少が著しく、財政が逼迫している自治体では、集められた寄付金を財源に認定こども園の完全無料化といった福祉のほか、中学生の海外派遣交流、不妊治療費助成など、通常の予算規模では賄えなかった領域へ、サービスを拡充できるようになりました。
要するに、わが町に関心を示した寄付者が納得のいく寄付金の使い方をすれば、寄付者と自治体との間に持続的な関係が築かれ、財政の安定につながるのです。
　なお、ふるさと納税の寄付者を対象にした調査では、寄付先の地域を実際に訪れたことがあるのは37.5％でした（図２）。訪問の動機として、「ふるさと納税をきっかけに寄付先に対して興味を持つようになったから」との回答が、43.7％と最も多くなっています。
図2　寄付先地域への訪問経験
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出所：事業構想大学院大学「ふるさと納税寄付者アンケート」（2018年８～９月）
注１：東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県、愛知県・岐阜県・
三重県、大阪府・京都府・兵庫県・奈良県在住の20～
69歳の男女に対するインターネット調査。
注２：N=3,317。詳細はURLを参照（https://www.satofu
ll.jp/koduchi/2018/10/181004.html）。
■制度の不公平感
　これまで政府によって地域格差を是正できませんでしたが、ふるさと納税によって大都市圏から地方へ税収を再分配する流れが生まれつつあります。この流れは、寄付金を集められた自治体の財政を改善させますが、寄付者が居住する自治体や国の財政を悪化させます。以下では、こうした実態を顕著に表しているデータをみることにしましょう。
　表１は、2018年度におけるふるさと納税の受入額が多い、上位10団体の一覧です。人口が3,000人～16万人程度の自治体ですが、大阪府泉佐野市の135億円を筆頭に、数十億円単位の寄付金を集めていることが分かります。一方、ふるさと納税によって市町村民税が他の自治体に流出した金額が多い、上位10団体は表２のとおりです。その多くは、人口規模が上位に入る都市ばかりで、減収額も横浜市の104億円をはじめ、軒並み数十億円規模に及んでいることが示されています
。
もう一つの不公平な問題は、所得と税負担の関係です。ふるさと納税で控除される上限額（控除限度額）は、家族構成や年収、医療費控除、住宅ローン控除など様々な条件が加味されます。そのため、家庭によって異なりますが、概ね高所得者層ほど上限額が大きくなり、減税額が増えるのです。つまり、費用負担は控除の上限額に関係なく2,000円のままですから、高所
表1　ふるさと納税の受入額及び受入件数
（上位10団体）
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資料：総務省「平成30年度ふるさと納税に関する現況調査に
ついて」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数」(平成30年1月1日現在)より作成。
表2　市町村民税の減収額（上位10団体）
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資料：総務省「平成30年度ふるさと納税に関する現況調査
(住民税控除額の実績等)について」、同上より作成。
得者ほど返礼品の恩恵が大きくなります。以上のような、ふるさと納税における「税の逆進性」が、解決すべき課題となっています。
■返礼品ありきの寄付行為
地域に共感して応援する、見返りを期待しない寄付行為であるはずのふるさと納税ですが、そのポータルサイトは値引率の高いインターネット通販の様相を呈していました。言い換えれば、消費者が返礼品の内容や返礼率の高さ（＝お得感）で選好するような、見返りを前提とした仕組みに変質しつつありました。

　自治体側でも、消費者の好みに応えるべく、換金性の高い金券（旅行券・宿泊券・商品券・プリペイドカードなど）や、制度の趣旨に合致しない家電製品、地場産品ではない特産品（輸入品を含む）を、高い返礼率で提供するケースが散見されました。
こうした返礼品競争の過熱ぶりに対して、総務省は2017年４月１日付けで全国の自治体に向け、①返礼品の価格や返礼率の表示により寄付を募集しない、②金銭類似性や資産性の高いもの、高額品を送付しない、③返礼率は寄付額の３割以下、とする通知を出しました。しかし、その後も依然としてルールを無視した返礼品の提供を続ける事例がみられたため、翌2018年４月１日付けの通知で、前年と同様に責任と良識のある対応を自治体に求め、とりわけ返礼率の徹底（３割以下）を要請しました。
２度にわたる総務省の通知は、あくまでも努力義務であったため、返礼品問題の解決にはいたりませんでした。ちなみに、総務省の調べでは2018年の通知後も、返礼率が３割超の自治体は52団体、地場産品以外の返礼品を送付している自治体は100団体に及びます
。返礼率の是非については、議論の余地があるものの、国と自治体、あるいは自治体間のこのような温度差は、制度のあり方を歪めかねません。
４　制度を持続させるために
■さらなる創意工夫と議論
　試行錯誤を続けるふるさと納税ですが、画期的な仕組みを持続させるためには、各自治体においてさらなる創意工夫が必要です。返礼品の有無が、寄付金の多寡を決めているのは事実です。とはいえ、地域資源を活用しないなどのルールを無視した安直な財源調達は、地域経済への波及効果が乏しいばかりか、持続的な制度運営の機運に水を差すことになります。
　2019年度の税制改正では、ふるさと納税の対象となる自治体を総務省が指定し、返礼率は３割以下で返礼品は地場産品に限定するという新たな基準が設けられました。この基準は、同年６月１日以降の寄付から適用されますが、違反をした自治体は指定を取り消されます。
　地方税法の改正で、ふるさと納税制度に強制力が加わることとなり、今後は自治体独自の創意工夫が求められるでしょう。何をもって地場産品とするかなど、明らかにすべき点はありますが、地域資源が乏しい地域においてこの条件をどう乗り越え、地域をPRするのか、自治体のみならず地域全体を巻き込んだ議論が必要になると思われます。
■返礼品からの脱却
　ふるさと納税の本来の目的は、地域資源を活用して大都市圏と地方の税収格差をなくし、地域活性化を図ることにあります。寄付金が集まることで、行政サービスが充実し、住民の生活の質を向上させることが究極の目的です。したがって、財源を確実に集めるためには、使途の指定がない一般寄付金よりも、使途が明確な「クラウドファンディング（CF）型ふるさと納税」の活用が効果的です。
CF型ふるさと納税は、自治体が抱える課題解決のために、寄付金の使い道を具体的にプロジェクト化し、それに共感した人から寄付を募る仕組みです。通常のふるさと納税は、寄付金の使途が必ずしも明確でない場合があるのに対して、CF型ふるさと納税は具体的なプロジェクトとして示されているので、寄付者はお金の使い途で自治体を選ぶことができます（表３）。
表3　ふるさと納税とCF型ふるさと納税の違い
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資料：各種資料より筆者作成。
このように、CF型の場合は返礼品ありきではなく、課題に直結しているので、地域と寄付者が共感でつながり、持続的な関係を築きやすいといえるでしょう。2019年６月以降、ふるさと納税制度が大きく変わりますが、返礼品からの脱却を図ろうと、CF型を導入する自治体が今後、増えることが予想されます
。
　以上、ふるさと納税の課題やあるべき姿などについて述べましたが、制度が導入されて10年余りです。社会経済環境が目まぐるしく変化する現代において、法制度の改定は適宜行われるべきでしょう。その上で、各自治体の一方的な見地に固執せず、住民や地元企業、寄付者、周辺自治体など、あらゆる主体が便益を享受できるような、未来志向の運用をめざしてほしいものです。
（山本　敏也）
� 手による投票とは、住民が地方の首長や議員を選出する選挙


のこと。足による投票とは、住民が受け取る行政サービス（便


益）と支払う費用（地方税）を比べ、好みを満足させてくれる自治体への移住を自ら決めること。





� ①寄付先の自治体が５団体以内、②確定申告が不要な給与所得者等である、などの条件がある。





� ふるさと納税研究会（2007）「ふるさと納税研究会報告書」pp.2-3。





� 他に、ふるさと納税の特例控除額の上限を住民税の２割に拡充したことが報道され、人々の関心が高まった背景もある。


� 事業構想大学院大学・さとふる他（2018）「ふるさと納税に係る地域経済効果分析 調査報告書」。


� 総務省「ふるさと納税活用事例集」。


� 域外に流出した市町村民税の75%は、地方交付税によって補填されるが、東京都や東京23区、川崎市などの不交付団体には同税による補填がない。


� 総務省「ふるさと納税に係る返礼品の送付状況について」（2018年12月27日付け）。なお、両方に重複する自治体を含む。


� 総務省では、CF型ふるさと納税を活用した「ふるさと起業家支援プロジェクト」や、同制度の利用を契機とした継続的なつながりを推進する「ふるさと移住交流促進プロジェクト」を立ち上げている。
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